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ビジョン 

経 営 戦 略 

予算編成（毎年度の実施計画） 

１．経営戦略策定の趣旨 

本市の特定環境保全公共下水道事業は、市街化区域以外における生活環境の改善、公共用

水域の水質保全等を図るために設置された下水道事業です。 

施設整備は概ね終了しており、現在は、浄化センター２箇所、マンホールポンプ９基及び

管渠の維持管理をしています。 

会計運営については、公債費が歳出決算額の約70％を占めるなど硬直化しておりますが、

起債の償還は進んでおり、残高は減少してきております。また、使用料収入が歳入の10％程

度であり、厳しい状況となっており、歳入の不足分を基金からの繰入により賄っているとこ

ろです。 

人口減少・施設老朽化等、経営環境が厳しさを増すなか、平成22年３月に策定し、平成27

年１月に改訂した『石狩市下水道中期ビジョン』（以下「ビジョン」という）を踏まえ、今後

も効率的な維持管理に努め安定した汚水処理を実施し、将来にわたって本事業を持続させて

いくため、計画期間を10年間とする『石狩市特定環境保全公共下水道事業経営戦略』（以下

「経営戦略」という）を策定します。 

(1) 経営戦略の位置付け 

この経営戦略は、ビジョンの基本理念を新しい時代の中において実現させるための計画

であり、経営戦略を踏まえ、毎年度の予算編成を行ないます。 

 

○経営戦略の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 計画期間 

中長期的な特定環境保全公共下水道事業の経営を展望し、取組の方向性や財政面での見

通しを明らかにするため、計画期間は平成29年度から平成38年度までの10年間とします。 
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２．事業概要 

(1) 事業の現況 

① 施 設                           （H28.3月末現在） 

供用開始年月日 

（供用開始後年数） 

平成15年度 

（供用開始後13年） 

法適(全部適用・一部適用) 

非 適 の 区 分 
非法適 

処理区域内人口密度 15.8人/ha 
流 域 下 水 道 等 へ の 

接 続 の 有 無 
無し 

処 理 区 数 ２区（厚田処理区、望来処理区） 

処 理 場 数 ２箇所（厚田浄化センター、望来浄化センター） 

広域化・共同化・最適化 

実施状況 

都市計画区域の公共下水道事業、都市計画区域外の特定環境

保全公共下水道事業、下水道計画区域外の個別排水処理施設整

備事業と、地域特性に応じて実施しています。 

 

○厚田処理区 

 

下水道整備済区域
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○望来処理区 

 

② 使 用 料 

使用料体系の 

概要・考え方 

特定環境保全公共下水道事業の使用料は、平成25年３月に公共下

水道事業と統一し、その後、公共下水道事業の使用料改定に合わせ

て、平成29年３月に平均6.28％の値上となる使用料改定を実施して

います。 

使用料体系については、使用料表のとおりです。 

条例上の使用料 

（20㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

平成27年度 2,531円 実質的な使用料 

（20㎥あたり） 

※過去３年度分を記載 

平成27年度 3,283円 

平成26年度 2,531円 平成26年度 3,284円 

平成25年度 2,461円 平成25年度 3,191円 

 

○使用料表                   (H29.3.1現在、税抜き） 

汚 水 量 金 額 

公衆浴場以外

の施設 

基本汚水量 10㎥までの部分 1,120円 

超過汚水量 

（１㎥につき） 

10㎥を超え30㎥まで 137円 

30㎥を超える部分 200円 

公衆浴場 １㎥につき 58円 

 

 

 

下水道整備済区域
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③ 組 織 

■職 員 数 

下水道課は平成28年度現在10人体制となっており、公共下水道事業、特定環境保全

公共下水道事業及び個別排水処理施設整備事業を実施しています。職員給与費の予算

措置としましては、公共下水道事業会計に８人、特定環境保全公共下水道事業に１人、

個別排水処理施設整備事業に１人としています。 

■事業運営組織 

平成17年度の石狩市・厚田村・浜益村の合併後、公共下水道事業は下水道管理課及

び下水道建設課、特定環境保全公共下水道事業は下水道管理課、下水道建設課及び厚

田支所建設水道課、個別排水処理施設整備事業は合併浄化槽担当及び厚田支所建設水

道課にて実施していました。その後、職員数削減や組織スリム化の取組に伴い、平成

19年度には厚田支所建設水道課を廃止し、平成20年度には下水道管理課と下水道建設

課を統合して下水道課とし、平成21年度には合併浄化槽担当を廃止して、現在は下水

道課で３事業を実施しています。 

 

○組織図                      （H28.4.1現在） 

 

(2) 民間活力の活用等 

■民間活用の状況 

公共下水道事業と一括して、処理場・ポンプ場維持管理業務、消防設備保守点検業務、

自家用電気工作物保安管理業務、下水道施設維持管理業務を民間事業者に委託していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道担当部長 課長

庶務担当

建設・管理担当

主査 

担当（2） 

主査（3） 

担当（3）（再任用（1）） 

下 水 道 課 
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(3) 経営比較分析表を活用した現状分析 
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３．経営の基本方針 

「暮らしと環境を守る下水道を次代へ」の基本理念の基、「Ⅰ．快適な環境を守る」、「Ⅱ．

安全な暮らしを支える」、「Ⅲ．安定した経営を目指す」を基本方針として事業を実施してい

ます。 

 

○石狩市の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ⅰ．快適な環境を守る】 

・１次産業の比率が高い本地域における公共用水域の水質保全や、生活環境の改善を図

ることを目的としており、下水道の普及により水環境は改善されています。厚田浄化

センター及び望来浄化センターからの放流先河川の水質は問題なく、今後も水質保全

に努めます。 

・下水道事業計画区域の管渠整備はほぼ終了しており、水洗化率の向上に努めます。 

 

【Ⅱ．安全な暮らしを支える】 

・厚田浄化センター及び望来浄化センターについては、耐震化対策済みであります。 

・供用開始が平成15年度であり、管渠施設については老朽化の心配はありませんが、施

設設備については修繕が必要となってきており、設備の更新を実施していきます。 

・災害発生時に、下水道施設の最低限の機能を確保する必要があることから、「下水道

BCP」を策定します。なお、「下水道 BCP（簡易版）」については策定済です。 

 

 

 

「川や海をきれいにする」

「 資 源 を 有 効 利 用 す る」

「 経 営 基 盤 を 確 立 す る」

「 快 適 な 環 境 を 守 る 」

「安全な暮らしを支える」

「安定した経営を目指す」

「快適な生活環境を造る」

「 浸 水 被 害 を 防 ぐ 」

石狩市下水道中期ビジョン 基本理念

「暮らしと環境を守る下水道を次代へ」

石狩市下水道中期ビジョン 基本方針（３つの柱）

Ⅱ．安全な暮らしを支えるⅠ．快適な環境を守る Ⅲ．安定した経営を目指す

下水道の役割 経営基盤の確立

「 安 全 な 暮 ら し を 支 え る 」

「 快 適 な 環 境 を 守 る 」

「 安 定 し た 経 営 を 目 指 す 」
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【Ⅲ．安定した経営を目指す】 

・組織スリム化や民間委託の公共下水道事業との一括契約、また、電算システムの水道

事業との共通化等により、維持管理費用の削減を図っています。 

・使用料の賦課徴収業務を水道事業に委託し、事務の効率化及び収納率の向上を図って

います。 

・過疎地域であり、経費回収率が低く、経営努力だけでは限界があることから、一般会

計と連携し経営の安定化を図っていきます。 

 

４．投資・財政計画（収支計画） 

(1) 投資・財政計画（収支計画） 

  別紙のとおり 

 

(2) 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

■管渠、処理場等の建設・更新に関する事項 

・トーメン石狩ニュータウンの移管を予定しており、平成29年度から平成31年度にお

いて、移管に必要となる管渠等の整備を行うこととし、総額で３億520万円の事業費

を予定しています。 

・厚田浄化センターの電気・機械設備については、耐用年数を経過するため、平成35

年度から設備の更新を行うこととし、計画期間中の事業費は２億619万円を予定して

います。 

・厚田処理区のマンホールポンプ所の電気・機械設備については、耐用年数を経過す

るため、平成37年度に更新を行うこととし、3,300万円の事業費を予定しています。 

■投資の平準化に関する事項 

・下水道施設全体を一体的に捉えたストックマネジメント計画の策定と、それに基づ

く点検・調査を行い、施設全体の持続的な機能確保及びライフサイクルコストの低

減を図ります。 
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② 収支計画のうち財源についての説明 

■財源の目標に関する事項 

・トーメン石狩ニュータウンの移管に係る施設整備について、国の交付金を活用する

とともに、開発事業者からの費用負担を見込んでいます。 

■使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項 

・下水道使用料の改定に伴い、平成29年４月分から下水道使用料を平均6.28％値上し

ました。 

・トーメン石狩ニュータウンの移管に伴い、平成32年度から当該地区の下水道使用料

を見込んでいます。 

・少子高齢化・人口減少等により、使用料収入は長期的には減少傾向にあると見込ん

でいます。 

■企業債に関する事項 

・建設改良事業に伴う企業債については、国の交付金等の財源を除き、対象事業費の

100％を発行します。 

・企業債元金償還金に対する財源不足については、資本費平準化債を発行して対応し

ます。 

■繰入金に関する事項 

・一般会計からの繰入金については、繰出基準に基づき算定していますが、平成25年

度に公共下水道と使用料を統一したことによる減収分については、基準外繰入とし

て算定しています。 

・特定環境保全公共下水道事業及び個別排水処理施設整備事業安定化基金は、平成31

年度に残高がなくなる見込みであります。このため平成32年度からは、歳入不足額

については、一般会計からの基準外繰入を算定しています。 

 

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

■職員給与費に関する事項 

・職員１人の配置としており、これ以上の職員削減は困難であり、職員給与費は経験

年数に合わせて増加していくことを見込んでいます。 

■修繕費に関する事項 

・設備のライフサイクルに合わせ、計画的に修繕を行うこととします。 

■委託料・動力費に関する事項 

・処理場・ポンプ場維持管理業務委託等、各種の委託業務については、公共下水道事

業と一括で契約することにより、コスト縮減を図っています。また、委託料や動力

費については、労務単価の上昇など、今後の経済情勢に影響されることを考慮して、

毎年一定程度の上昇を見込んでいます。 

■その他 

・トーメン石狩ニュータウンの移管に伴い、当該地区の汚水処理については、公共下

水道事業に委託する予定であります。このため平成32年度から汚水処理に係る負担

金を見込んでいます。 
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(3) 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

① 今後の投資についての考え方・検討状況 

■その他の取組 

・少子高齢化・人口減少により使用水量の減少が想定されるため、施設更新にあたっ

てはスペックダウンを含めて検討する必要があります。 

 

② 今後の財源についての考え方・検討状況 

■使用料の見直しに関する事項 

・公共下水道事業と使用料を統一することにしており、今後も公共下水道事業にあわ

せて、概ね４年ごとに使用料の見直しを行っていきます。 

 

③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

■民間活力の活用に関する事項 

・下水道施設の維持管理について、公共下水道事業と合わせて包括的民間委託を検討

していきます。 

■動力費に関する事項 

・電力自由化に伴う経費削減について検討していきます。 

■薬品費・修繕費・委託料に関する事項 

・包括的民間委託により削減可能か検討していきます。 

■その他の取組 

・経営状況・資産等を正確・客観的に把握し、将来にわたり安定的に下水道事業を継

続していくため、公営企業会計の適用について検討していきます。 

・水道事業との業務の連携について検討していきます。 
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H32

H36

H29 ～ H38

当初計画期間 10年間

H46

次期計画期間 10年間

H42

次期計画期間 10年間

↓ H33

↓

見直作業

↓

↓
見直作業

↓

～

H37 ～

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

下水道使用料の見直しと合わせ、概ね４年を一区切りとして見直しを行い、適宜更新して

いくとともに、更新後の計画期間も10年間を維持することとします。なお、経営戦略の点検・

見直しについては、下水道事業運営委員会へ報告するほか、市ホームページなどで公表しま

す。 

 

○計画更新イメージ 
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